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1  経営の基本原則

１

・水道法第１条
「清浄にして豊富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と生活環境の改善とに寄与すること」
・地方公営企業法第3条
「常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目的である公共の福祉を増進するように運営され

なければならない」
・水道法第15条第2項
「水道事業者は、当該水道により給水を受ける者に対し、常時水を供給しなければならない」

水道事業

常時給水
の義務

（水道法第15条
第2項）

●清浄にして豊富低廉な水の供給
●公衆衛生の向上と生活環境の改善

（水道法第1条）

●常に企業の経済性を発揮
●公共の福祉を増進

（地方公営企業法第3条）



２

・地方公営企業法第17条の2第2項
企業運営に要する経費は「当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない」

「独立採算制の原則」
水道事業は、水道料金などの収入によって
運営される

例外 一般会計や他の特別会計が負担することを 認めている経費

ア. 性質上、地方公営企業の経営に伴う収入を充てることが適当でない経費

例. 公共の消防のための消火栓に要する経費

イ. 地方公営企業が能率的な経営を行っても、経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であ
ると認められる経費

例. 山間地、離島等に設置された病院事業

原則として、税金は使われていない

２ 独立採算の原則



３

理想⇒水道料金は、使用者の日常生活に密着しているので、できるだけ長期にわた
り安定的に維持されることが望ましい

長期の算定期間⇒経済動向や需要の推移など不確定要素を多く含むこととなるので
余りにも長い算定期間の設定は適当とはいえない

※「水道料金算定要領」⇒算定期間はおおむね３年から５年とされている

料金算定期間⇒料金算定の基礎となる原価（または収支の状況）を集計する期間

以上のことから、料金改定後の検証と準備期間を考慮し、４年間とし
ている。

※「水道料金算定要領」・・・日本水道協会が作成。水道使用者の公正な利益と水道事業の健全な発展を図る
ことを料金算定の基本原則とし、全国の水道事業における標準的な料金算定の考え方・方法を示した要領

３ 料金算定期間について



４

４ これまでの水道料金改定の経緯

H20 . 6 月・・改定率 ▲ 3.2％ ※合併後も1市3制度であった水道料金を一元化
R 2 .10月・・改定率 ＋14.8％ ※12年ぶりの料金改定。基本料金の改定

使用水量の増減に収入が影響されにくい料金体系へ （基本料金：従量料金＝３：７）

料金算定期間

年度 Ｓ56 Ｓ57 Ｓ58 Ｓ59 Ｓ60 Ｓ61 Ｓ62 Ｓ63 H元 H２ H３ H４ H５ H６ H７ H８ H９ H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20.6 H20.11 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

消費税率の変更に伴うもの　⇒⇒⇒ ●Ｈ元.４（消費税３％） ●Ｈ９.４（消費税５％） ●Ｈ26.４（消費税８％） ●Ｒ元.10（消費税10％）

改定時期 Ｓ56.4 Ｓ59.4 Ｈ5.4 Ｈ9.4 Ｈ13.4

改定率

改定時期 Ｓ57.4 Ｈ4.4 Ｈ9.4

改定率

改定時期 Ｈ4.4 Ｈ8.4 Ｈ11.10

改定率

改定時期

改定率

Ｒ２～Ｒ５（４年間）

R2.10
※４か月延期
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全体で▲3.2％
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５

５ 現行の水道料金体系及び単価

口径別料金体系は、全国1,256事業体のうち757事業体（60.3％）が採用しており、年々こ
の体系を採用する事業体が増えている（R4.4.1時点）

項目

❶ 一 部 料 金制

❷ 二 部 料 金制

❸ 口 径 別 料金

❹ 用 途 別 料金

❺ 基 本 水 量

❻ 単 一 型

❼ 逓 増 型

❽ 逓 減 型

Ｂ 基 本 料 金

各使用者が水使用の有無にかかわらず賦課される料金

各需要者の給水管や水道メーターの口径の大小等により区分し，料金を賦課する料金制度

使用用途（例：家庭用，営業用，浴場用等）により区分し，料金を賦課する料金制度

設定した一定水量を付与することで，その範囲内での使用に対して定額の基本料金のみを負担させるもの

概要

Ａ 料 金 の 構 成

料金の構成として一部料金制と二部料金制がある

定額料金もしくは使用水量に応じて賦課される従量料金のいずれかを採用した料金制度

基本料金と従量料金とを組み合わせた料金制度

Ｃ 従 量 料 金

使用水量に応じて賦課される料金

使用量にかかわらず、1 ㎥あたりの従量料金単価が同じ型

使用量が多ければ、1㎥ あたりの従量料金単価が高くなる型

使用量が多ければ、1 ㎥あたりの従量料金単価が低くなる型

静岡市現行料金体系（❷二部料金制・❸口径別料金・➐逓増型・水量区画６段階）

１～10㎥ 11～20㎥ 21～50㎥ 51～100㎥ 101～500㎥ 501㎥～

13ｍｍ

20ｍｍ

25ｍｍ 1,100円

30ｍｍ

40ｍｍ

50ｍｍ 5,764円

75ｍｍ 11,407円

100ｍｍ 20,427円

150ｍｍ

200ｍｍ

214.5円

2,882円

51,722円

水道料金１か月　税込

口径
基本料金

（円/月）

従量料金（円/㎥）

770円

66.0円 117.7円 156.2円 181.5円 201.3円

逓増型

前月分 後月分

770.0 770.0

1㎥から10㎥

（66.0円×10㎥）
660.0 660.0

11㎥から20㎥

（117.70円×10㎥）
1177.0 1177.0

21㎥から50㎥

（156.20円×６㎥）(前月）

（156.20円×5㎥）(後月）

937.2 781.0

3,544 3,388

合計 6,932円

【計算例】口径20㎜で2か月で51㎥使用

51㎥÷2=25㎥（後月分水量・1㎥未満切捨て）

51㎥-25㎥＝26㎥（前月分水量）

計算区分

基本料金

従

量

料

金

小計（円未満切捨て）



６

６ 他都市との水道料金の比較（税込・１か月あたり）

静岡市の水道料金は、大都市間では、各口径において安価であるが、静岡県内では、口径が大
きくなると平均値が上回っている（R５.4.1時点）



７

７ 口径別の 給水収益 ・ 有収水量 ・ 給水戸数 の割合（R4）



702,312 

700,383 699,644 
697,210 

694,899 692,189 

689,277 

686,769 
688,331 

684,602 
681,055 

677,372 

671,855 

666,652 

278,257 
280,229 

283,272 
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293,148 295,527 

300,303 

303,106 

305,761 
307,235 

309,690 
311,432 

275,000
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315,000
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710,000

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4

給水人口(人） 給水戸数（戸）

給水人口（人）

(※)市営15簡易水道の統合

給水人口（人） 給水戸数（戸）

給水人口は減少しているが給水戸数は増加傾向
令和４年度 対 平成21年度 比

給水人口・・・▲35,660人（▲5.1%）
給水戸数・・・＋33,175戸（＋11.9％）

８

８ 給水人口と給水戸数の推移（H21～R4）

少人数世帯の増加等
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Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 R2 R3 R4

給水収益（億円） 有収水量（万㎥）

給水収益（億円） 有収水量（万㎥）

(※1)市営15簡易水道の統合
(※2)料金改定（R2.10月～）

(※1)

給水収益は有収水量の減少に伴い減少傾向
令和４年度 対 平成21年度 比

給水収益・・・▲1.1億円・▲1.1%
有収水量・・・▲756.8万㎥・▲9.9％

(※2)

９

９ 給水収益（税抜）と有収水量の推移（H21～R4）



改定率 14.8%（改定済）
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

補てん財源残高 （単位：億円）建設改良費 （単位：億円）

繰越額

その他（統廃合・渇水対策等）

耐震化

老朽化

現行料金算定期間 １年先延ばし 次期料金算定期間

１０

１０ 建設改良費（棒）と補てん財源残高（折れ線）の推移 ※経営戦略上の投資・財政計画値

老朽化による更新需要の増大、物価高騰に伴う投資コストの上昇などの影響により、建設改良
費は増加する見込み。
この投資計画のまま執行すれば、補てん財源残高は令和１１年度に枯渇する。

R4→R5繰越額48億円の内訳
老朽化： ５億円
耐震化：38億円
その他： ５億円



１１

１１ （参考） 補てん財源の流れ


